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1. はじめに
　我々が食品を選択する際の判断基準となる食品表示について、平成25年６月28日に新しい食品
表示法が公布された。多数ある食品表示に関わる法律のうち、農林物資の規格化及び品質表示の適
正化に関する法律（JAS法）、食品衛生法、健康増進法に及んでいる表示基準や用語が整理され、
一元化されることで、消費者にとっ
て、わかりやすい表示になるものと
期待されている。食品の表示は、表
１に 示 す よ う に、1947年 の 食 品 衛
生法にはじまり、様々な法律が絡み
合い重複したことにより複雑化して
いった1）。2003年には、概ね同じよう
な期限であった食品衛生法の「品質
保持期限」が、JAS法の「賞味期限」
に統一され、わかりやすい表示に近
づく改正が進められた。
　平成23年12月に消費者庁が実施し
た「食品表示に関する消費者の意向
等調査」2）によれば、消費者が店頭
で食品を購入する際に主に見る事項
は、「価格」（81.5％）が最も多く、次いで「消費期限・賞味期限」（71.0％）、「商品名」（52.8％）
であった。しかしながら、ほとんど見ない表示があったり、表示に対する理解が誤っていたりする
ことも多い。本論文では、食品表示に対する意識や理解、関連する行動が世代間でどのように異な
るか比較検討することを目的とした。
２．調査対象および方法
１）対象者と調査時期、調査項目
　大学生274名（女性135名、男性139名）、大学生の親101名を対象に、平成23年７月から９月にか
けて自記式質問紙調査を実施した。調査項目は、食品表示への意識、期限表示および食品添加物に
関する意識や理解とした。
食品表示に関する世代別意識調査
The attitude survey on food labelings between the generations
大森　玲子
OHMORI Reiko
表１　食品表示法ができるまでの食品表示行政1)
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２）解析方法
　エクセル統計2006（SSRI社）を用い、２項目間の関連性についてはχ2検定を行い、危険率５％
未満をもって有意とした。
３．結果および考察
１）食品表示について
　日頃、食品表示を「かなり気にする」「まあまあ気にする」をあわせた割合は、全体で６割であっ
た（図１－１）。親、女子学生、男子学生の３群で比較すると、親において77.2％と最も高く、男
子学生で41％と最も低かった。「全く気にしない」とする男子学生は17.3％に上った。食品を購入
する際に、食品表示を確認するか否かでは、「よく見る」「たまに見る」割合は、親85.2％、女子学
生83.7％と８割を超えたが、男子学生では約６割であった（図１－２）。
図１－１　食品表示に対する意識 図１－２　食品表示の確認機会
図１－３　確認する食品表示 図１－４　食品購入時における品質や安全性への意識
　購入時に確認する表示として、「消費期限や賞味期限」「アレルギー表示」「原材料」「保存方法」
「販売者」「栄養成分」「食品添加物」「遺伝子組換え」「内容量」「その他」から３つまで選択しても
らったところ、最も多かったのは、親世代で「原材料」83名、男子学生、女子学生で「期限」（各々
71名、101名）であった（図１－３）。図には示していないが、「その他」で「価格」を記述する回
答も多かった。消費者庁が実施した「食品表示に関する消費者の意向等調査」2）では、価格や期限
を確認する割合の高いことが示されており、ほぼ一致する結果となった。また、親世代と子ども
世代で確認する項目が異なり、食品表示に対する意識や行動に差がみられることが示唆された。
食品を購入する際、食品の品質や安全性を考えるかについては、全体で86.3％が「いつも考える」
195
「たまに考える」であった（図１－４）。３群で比較すると、親91.1％、女子学生77.8％、男子学生
64.1％となり、食品表示に対する意識（図１－１）および確認機会（図１－２）と同様の傾向であっ
た。以上のことから、大学生に比べて、その親世代の食品表示に対する意識の高さが表れる結果と
なり、今後、食品表示を正しく理解する取り組みや活動を展開する必要性が生じてくるものと考え
られた。
２）期限表示について
　消費期限と賞味期限の違いを知っている割合
は、「知っている」「なんとなく知っている」を
あわせて、全体で85.1％であった（図２－１）。
「知っている」と回答した親97名、女子学生115
名、男子学生108名に両者の違いを記述しても
らった結果、「理解している」「ほぼ理解してい
る」割合は、親76％、女子学生92％、男子学
生71％となり、８～９割が正確に理解していた
（data not shown）。
図２－２　消費期限超過食品への抵抗感 図２－３　賞味期限超過食品への抵抗感
　期限表示の違いは、開封していない状態で、表示されている保存方法に従って保存したときに、
消費期限は「食べても安全な期限」、賞味期限は「おいしく食べられる期限」を示す3）。従って、
消費期限を過ぎた食品は健康被害を生じる危険性があるが、賞味期限は過ぎても食べられない訳で
はない。期限が過ぎた食品を摂取することに対して抵抗感を感じる割合は、消費期限において全体
の84.5％（図２－２）、賞味期限において全体の49.4％（図２－３）となった。それぞれの期限の
違いを理解している現状が明らかになったとともに、賞味期限については期限を過ぎても食べるこ
とに抵抗はないと感じる割合が高かった。３群間を比較すると、消費期限については有意な違いが
認められなかったが、賞味期限について、期限が過ぎた食品を食べることに抵抗を感じる割合は、
親67.4％、女子学生45.9％、男子学生39.5％となり、親世代のほうが期限表示に依存した食習慣を
もつ可能性の高いことが示唆された。
　賞味期限が切れた場合、何を目安にして廃棄するかについて、主に日付から３日以内で廃棄され
ることの多い食品は、10種類の食品のうち、牛乳が63.3％と最も高かった（図２－４）。１週間以
内は、卵29.6％、牛乳19.5％、ヨーグルト27.2％、納豆33.6％、キムチ31.5％、ハム33.6％であり、
図２－１　期限表示への理解
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納豆やキムチといった発酵食品で高く、卵や牛乳など生鮮食品で低い傾向にあった。10種類の食品
のなかで、塩は時間の経過による品質の変化が極めて少なく、賞味期限が設定されていない。対象
者全体の31.2％が「期限がないと思う」、28.8％が「気にしない」と回答している。しかしながら、
日付からの日数で廃棄をする割合もあわせて26.7％となり、食品の期限表示に対する教育や啓発を
進める必要性があると思われた。味噌や醤油、マヨネーズといった調味料については、期限表示に
頼る割合が低く、「匂い、見た目、なめて等の五感で判断する」、「気にしない」とする回答が多く
認められた。
図２－４　賞味期限超過食品廃棄の判断目安
（～３日；期限切れから３日以内に廃棄，～１週間；期限切れから１週間以内に廃棄，～１ヶ月；期限切れから
１ヶ月以内に廃棄，五感で；匂い・見た目・なめて等で，期限なし；期限がないと思う）
　五感で判断する割合が最も高かったのはマヨネーズ27.2％であり、他については１～２割にとど
まった。賞味期限に頼りすぎることにより、まだ食べられるのに廃棄されている食品ロスの問題も
表面化している。農林水産省の平成22年度の推計4）によれば、日本では年間約1,700万トンの食品
廃棄物が排出され、このうち食品ロスは年間500～800万トン含まれるものとされている。食品ロ
スのうち、300～400万トンは事業系廃棄物（規格外品や返品、売れ残り、食べ残し）、200～400万
トンは家庭系廃棄物で、食べ残しや過剰除去、期限切れ等の直接廃棄とされる。期限表示の違いを
理解し、無駄に食品を廃棄することのないよう啓発する取り組みが必要である。
３）食品添加物について
　食品添加物の使用が認められているのは、①食品の栄養価を保持させる、②特定の食事を必要と
する消費者のための食品の製造に必要な原料又は成分を供給する、③食品の品質を保持し若しくは
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安定性を向上するもの又は味覚、視覚等の感覚刺激特性を改善する、④食品の製造、加工、調理、
処理、包装、運搬又は貯蔵過程で補助的役割を果たす、場合のみである。これらの目的以外で使用
されることはなく、食品衛生法で厳しく定められている。しかしながら、消費者の食品添加物に抱
く印象はよくない。
図３－１　購入時における食品添加物への関心度 図３－２　食品添加物使用基準への理解
図３－３　身体への食品添加物の影響 図３－４　食品添加物を摂らない工夫
　食品を購入する際、食品添加物が気になるかについて、全体の５割程度が「かなり気になる」「ま
あまあ気になる」と回答した（図３－１）。特に、親世代では、「気になる」との回答が73.2％に上
り、食品を選択する上での判断材料となっているものと推察された。女子学生では42.2％、男子学
生では34.5％であり、親世代に比べて、食品を購入する際の食品添加物への意識が低かった。
　食品添加物を使用する際には、食品衛生法に基づき、食品添加物ごとに使用してよい食品や使用
量が厳密に規制されている。これらについての認識は、図３－２に示すように、ほぼ全員が「知っ
ている」「何となく知っている」と回答した。しかしながら、食品添加物が我々の身体に影響があ
ると思うか否かでは、全体で「かなり思う」「まあまあ思う」が56.8％となり、親世代で最も高く
76.3％となった（図３－３）。
　「身体に影響があると思う」と回答した213名（親77名、女子学生76名、男子学生60名）に、身
体にどのような影響があるか記述してもらったところ、「どのような影響かわからないが悪影響」
を含む「悪い影響」が親22名、女子学生21名、男子学生10名となった。他に、「発がん性」を挙
げた者が親19名、女子学生16名、男子学生９名、「生活習慣病」や「肝機能低下」等の「病気」が
親13名、女子学生23名、男子学生20名となった（data not shown）。また、食品添加物を多く摂ら
ない工夫をしているかでは、全体の43.7％が「よくする」「まあまあする」と回答し、親世代では
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62.3％と３群間で最も高い結果となった（図３－４）。図３－３の食品購入時における食品添加物
への関心度をみても大学生に比べて、その親世代の関心が高かったことから、親世代において食品
添加物に対する意識が最も高いことが把握された。食品安全モニター課題報告「食品の安全性に
関する意識等ついて」（平成24年７月実施）5)によれば、食品の安全性の観点から不安を感じている
理由として、食品添加物では「安全性についての科学的な根拠に疑問」が37.8％と最も高く、続い
て「事業者の法令遵守や衛生管理が不十分」24.9％、「事業者からの食品の安全性に関する情報提
供が不十分」9.7％が挙げられている。このように、一般消費者の間で行政や企業に対する不信感
が高まっていることをはじめ、不安を増強させるような書籍やマスコミの情報が巷に溢れているこ
とが、明確な根拠はないものの何となく食品添加物は不安という感情に繫っているものと推察され
た。
図３－５　食生活への必要度 図３－６　知りたいと思うこと
　食品添加物は私たちの生活にとって必要なものだと思う割合は、「かなり思う」「まあまあ思
う」をあわせて全体で７割であった（図３－５）。世代別にみると、親世代で低く59.4％、女子学
生78.5％、男子学生69.1％となり、親世代で食品添加物は不要だとする認識が高い傾向が認められ
た。食品添加物について、もっと知りたいと思うことは、どの群も「身体への影響」が最も高かっ
た。行政側が食品に添加する際の食品添加物の量については、安全側に立ってその量を規定してい
るものの、まだまだ食品添加物をはじめ、食の安全に関する活動や教育が不十分である現状が把握
された。
４．おわりに
　本論文では、食品表示に対する意識や理解、関連する行動が世代間でどのように異なるか比較検
討した。大学生の世代よりも、その親の世代で、どの項目においても意識が高く、食品に対する安
全・安心を求める傾向にあることが示唆された。新しい食品表示法により、消費者にとって、より
分かりやすい表示になることで食品を選択しやすくなることが期待されている。例えば、生活習慣
病患者が増加している背景を踏まえ、これまで任意表示とされた栄養表示が義務化され、健康を意
識した食品を消費者の健康状態にあわせて選択することが可能となる。しかしながら、我々消費者
が正しい食、栄養、健康の知識や情報を持ち合わせていなければ、表示が改正されても意味をなさ
ない。ライフステージに応じて間断なく食に対する消費者教育を進めていくことも必要となろう。
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